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１Ｃ０２ 

「研究開発する中小企業の高収益性」 

 

 
○能見利彦（経産省） 

 

 

 
１．はじめに 
我が国の中小企業数は 385 万社で, 企業数の

99.7%, 雇用の約 7 割を占めており, 我が国経済

の屋台骨となっている（中小企業庁 News 
Release, 2013年12月26日及び中小企業庁HP）。
かつては中小企業を弱者ととらえる考え方が一

般的だったが，近年，中小企業は「その規模の小

ささゆえに発揮する機動性，柔軟性の発揮はます

ます重要」になっており，「経済環境の変化によ

り中小企業の『強み』を発揮しやすい状況が現れ

つつある」と指摘されている（2000 年度中小企

業白書, p419）。 
中小企業は平均的には大企業よりも収益性が

低いが，高収益の中小企業も存在する。これまで

も，2009 年度中小企業白書では, 研究開発を行っ

ている中小企業は利益率が高いことを指摘して

おり（同白書, p44-45）, 2011 年度中小企業白書

は,中小企業の 24.8%は大企業平均よりも高収益

であることを指摘していた（同白書, p63）。この

ような指摘は,中小企業の中にも高収益の企業が

例外的に存在すると理解されることが多かった。

しかし,今回，総務省統計を用いて,研究開発を行

っている企業の中で大企業と中小企業の収益性

の平均を同じ条件で比較したところ, 研究開発を

行う中小企業は,研究開発を行う大企業のよりも

高収益であることが明らかになった。さらに,研究

開発実施の有無と企業規模で区分して収益性を

比較したところ，企業規模より研究開発の有無に

よる差が大きいことも明らかになった。すなわち,
中小企業を平均すれば収益性が低い理由は,企業

規模が小さいことではなく,研究開発を実施して

いる企業の割合が少ないことにある。資金や人材

面では大企業の方が有利と考えられるにも係わ

らず,研究開発を行う中小企業の収益性が高いこ

とは例外ではないとの事実は,研究開発に基づく

事業を展開する上で,中小企業には大企業にはな

い「強み」が存在することを示唆している。その

ため,その「強み」についても考察を行った。  
なお，本稿は個人的見解であり，所属する組織

の見解ではない。 
 

２．先行研究 

 企業規模の大小による研究開発に対する優位

性については，「シュンペーター仮説」について

の多くの研究が行われてきた。シュンペーターは，

初期の著作「経済発展の理論」でアントレプレナ

ーの役割を強調する一方で，後期の著作「資本主

義・社会主義・民主主義」では，研究開発の効率

性や収益の専有可能性から独占的な大企業が研

究開発に熱心に取り組むと主張したが，これが

「シュンペーター仮説」と言われて，多くの研究

者が，市場構造と研究開発の関係や企業規模と研

究開発の関係を研究してきた。それらのうち，研

究開発のアウトプットや生産性については，研究

開発から得られる収益は企業規模とともに増加

し，研究開発に規模の経済が働くとの研究（Ciftci 
and Cready, 2011），研究開発の生産性は大きな

企業と小さな企業が高いＵ字型となっていると

の研究（Tsai and Wang, 2005; Tsai, 2005），研究

開発の生産性と企業規模の関係はマネジメント

手法によって異なるとの研究（Revilla and 
Fernández, 2012）などがあって結論が出ていな

い。 
こうした問題が生じる理論的な背景に関して，

Nelson＝Winter（1982, p332）は，「大きな組織

特有の官僚的な管理制度が潜在的な優位性を部

分的にあるいは完全に相殺するという反論もあ

る」と指摘している。企業規模とマネジメント手

法との関係については，Greiner の組織成長モデ

ル（Greiner, 1998）が参考になる。これは，若く

て小さな組織が成長する過程で 5つの段階を経る

とのモデルで，最初の段階（「創造性による成長」

の段階）では，公式なマネジメントが無く，顧客

に反応して個人プレイや創造的な活動を行って

いるが，従業員が増えると，強いリーダーが必要

になり，組織は第 2 段階（「指揮による成長」の

段階）に進み，機能別，専門別の組織構造が導入

され，集権的なリーダーが全体を指揮するが，組

織が大きくなればトップと現場の乖離が生まれ

て「自律性の危機」が訪れ，組織は第 3 段階（「権

限委譲による成長」の段階）に移行する。この段

階では，現場の責任者が大きな権限を有し，本社
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は定期的な報告を受ける分権化した組織構造と

なるが，各現場が自らの利害で動く「コントロー

ルの危機」が訪れ，本社スタッフが予算，人材配

置，事業計画，人事評価などで全社を調整するシ

ステムが導入されて，第 4 段階（「調整による成

長」の段階）になる。しかし，問題解決よりも社

内手続きが優先される「官僚的形式主義の危機」

が訪れて，第 5 段階の「協働による成長」の段階

に移行し，チームアクションによる迅速な問題解

決，クロスファンクショナルなチーム構成，マト

リックス構造の組織，教育システムなどが行われ

る。Greiner は，米国の大企業の多くは第 5 段階

にあると評価している。 
 この他，中小企業のイノベーションについては，

企業家の人柄が鍵となっているとの研究

（Marcati et al, 2008），新技術の採用などでは大

企業にはない優位性を持っていて補完的な役割

を果たしているとの研究（ Rothwell, 1983; 
Nooteboom, 1994）などがある。また，2009 年度

中小企業白書は，中小企業のイノベーションには，

経営者のリーダーシップ，研究開発活動以外の創

意工夫，ニッチ市場の開拓との特徴があると指摘

している。また，外部との共同研究や連携の重要

性や内容については多くの研究（例えば，

Hoffman, 1998; Keizer et al, 2002; Okamuro, 
2007 など）が行われている。 
また， Langlois（2002, 2007）は「消えゆく

手（vanishing hand）仮説」を提唱し，アダム・

スミス的な小規模組織の時代（市場の invisible 
hand の時代）から，1880 年頃に大規模組織の時

代（チャンドラーが指摘した経営者の visible 
hand の時代）に変わり，1990 年頃から再び小規

模組織の時代になって，米国のニューエコノミー

は vanishing hand の時代だと主張している。 
 

３．統計分析 

本研究は，次の 2 点について，総務省の「科学

技術研究調査報告」（以下，「総務省統計」という。）

を用いて統計分析した。 
・企業を研究開発実施の有無と企業規模とで区

分して収益性を比較すること 
・上記の経年的な推移を調べ，近年の状況変化

を明らかにすること 
 
 具体的には，総務省統計の対象企業を，研究開

発する中小・中堅・大企業と研究開発しない中

小・中堅・大企業の 6 グループに区分して,それら

の収益性を計算した。収益性としては，売上高営

業利益率を用いた。企業規模の区分方法に関して

は，業種に係わらず,従業員数 1-299 人を中小企

業,300-999 人を中堅企業,1000 人以上を大企業と

した。分析の対象業種に関しては，金融・不動産

業を除く全業種を見た場合と製造業のみを見た

場合の２通りの計算を行った。対象期間に関して

は, 2005-2012 年度のデータを用いた近年の状況

の計算と，5 年刻みで 1980-2010 年度のデータを

用いた長期的推移の計算の 2 通りを行った。これ

らの結果が図１及び図２である。 
 以上の結果から，次の特徴を見出した。 
① かつては，研究開発する企業群の間でも，研

究開発しない企業群の間でも，企業規模によ

る収益性の差は大きかったが，近年ではこれ

が小さくなり，研究開発実施の有無による差

が支配的になっている。この差は，主に，研

究開発しない企業群の収益性が大きく低下し

たことによる。 
 

 
      図１ 近年の研究開発の有無及び企業規模別の収益性（全業種及び製造業） 
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     図２ 研究開発の有無及び企業規模別の収益性の長期的推移（全業種及び製造業） 

② 研究開発する企業群の中で，かつては大企業

の収益性が高かったが，近年では，中小企業

の収益性が大企業，中堅企業より高い。近年

のこの特徴は，製造業で顕著である。中堅企

業ではこのような特徴は見られない。 
③ リーマンショックによる不況期には，研究す

る企業群は，研究しない企業群に近い水準ま

で収益性が急低下した。その中で，研究開発

する大企業（特に製造業の大企業）の収益性

の低下幅は大きく，研究開発する中小企業の

低下幅は相対的に小さい。 
一方，バブル経済期の前後では，研究開発す

る中小企業の収益は，バブル期に研究開発す

る大企業以上に高く，バブル崩壊期に大企業

よりも低く，最も激しい乱高下があった。 
 
また，別の見方をすれば，次の特徴も見られる。 

① 研究開発する中小企業の収益性は，長期的に

は比較的安定的に推移している。 
② 研究開発する大企業（特に製造業）の収益性

が，長期的に大きく低下している。 
③ 製造業の大企業は，研究開発の有無による収

益性の差が縮小している。 
 
なお，図には記載していないが，全産業で，中

小企業の中で研究する社の割合が小さく（近年の

8 年間の平均は中小企業が 2.7％，中堅企業は

35.1％，大企業は 41.0％），中小企業全体の収益

性は大企業全体よりも小さい（中小企業の 2.9％
に対して，中堅企業は 3.1％，大企業は 3.5％。）

ことを試算している。このように，研究開発の有

無を考慮しなければ中小企業全体では収益性は

低いが，それは，研究開発を行わない企業が多い

ことで説明が可能である。 

 
４．考察 
大企業は，一般的には，資金面・人材面で有利

な状況でありながら，研究する大企業よりも研究

する中小企業の収益性が高くなっているのは何

故だろうか？また，研究開発する大企業（特に製

造業）の収益性が，長期的に大きく低下したのは

何故だろうか？ 
これは，企業外部の環境変化と企業内部のマネ

ジメントの適合性の問題を考慮する必要がある。

外部環境の変化としては，イノベーションなどに

よる変化の速度が益々速くなっていること，経済

のグローバル化が進み，国際的な競争が激しくな

っていることが考えられる。 
企業内部のマネジメント構造に関しては，我が

国の中小企業では，経営トップが重要な意思決定

を全て行う集権構造が多く，Greiner モデルの第

2 段階（「指揮による成長」）に相当するのに対し

て，我が国の大企業の多くでは分権構造のマネジ

メントが行われており，権限委譲や全社調整シス

テムの導入は行われているので，Greiner モデル

では第 4 段階（「調整による成長」）または第 5 段

階（「協働による成長」）と考えられる。 
このような外部環境と企業内部のマネジメン

トの適合性から次の仮説が考えられる。 
① 研究開発する企業の中で中小企業の収益性

が高いのは，急激に変化する環境の中では，

中小企業のトップダウンの経営が適合して

いる。 
② 我が国大企業の分権構造の経営が，イノベー

ションなどによる急激な変化や大企業間の

グローバルな競争にうまく適合できていな

い。そのために研究開発を行っていても，そ

のメリットを収益性にうまく結びつけられ
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ていない。 
 
この①の仮説に関しては，中小企業が集権的な

経営であるために研究開発戦略が企業の経営戦

略に合致することが変化への対応に好影響を与

えていると考えられ，また，「２．先行研究」で

見た経営者の人柄やリーダーシップが重要との

指摘や「１．はじめに」で見た 2000 年度中小企

業白書の指摘とも合致する。②の大企業の問題に

関しては，Greiner モデルは第 4 段階と第 5 段階

の間に「官僚的形式主義の危機」（問題解決より

も社内手続きが優先される）があると指摘してお

り，我が国の大企業で，成果主義などによる評価

システムの強化によって，社員に対する管理が強

化されたことなどによって，官僚的形式主義の問

題が残されたままで，変化や国際競争に対応する

ためのリーダーシップに問題が生じている可能

性もある。 
 

５．まとめ 

 本稿では，統計分析を行って，かつては企業規

模による収益性の差は大きかったが，近年ではこ

れが小さくなり，研究開発実施の有無による差が

支配的になっていること，近年，研究開発を行う

企業の中で中小企業の収益率が大企業を上回る

ようになっていることなどを明らかにした。また，

これに基づいて，トップダウンの経営を行ってい

る中小企業が変化の激しい環境の中で研究開発

を行うことに適合している可能性と大企業の経

営に問題が生じている可能性を示唆した。 

我が国のイノベーションを活性化させるため

には，このような中小企業の優れた点を活用する

とともに，大企業の経営上の問題を克服すること

が必要と考えられる。 
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